
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
重量％で、
Ｃ　：０．００５％～０．１％、
Ｓｉ：０．０５％～１．５％、
Ｍｎ：０．０５％～１．５％、
Ｐ　：０．０４％以下、
Ｓ　：０．０５％以下、
Ｎ　：０．０５％以下、
（Ｃ＋Ｎ）：０．１％以下、
Ｃｒ：８～１６％
Ｎｉ：０．０５～１％
を含有し、さらに下式の条件を満足し、残部がＦｅおよび不可避不純物からなる鋼を１１
００℃以上、１２５０℃以下の温度に加熱し、８００℃以上で熱間圧延を終了し、７００
℃以上で捲取り、室温までの平均冷却速度を５℃／分以下とすることを特徴とする住宅環
境での耐食性、溶接性および溶接部特性に優れた建築構造用ステンレス鋼帯の製造方法。
Cr(%)+Mo(%)+1.5Si(%)-Mn(%)-2Ni(%)-0.5Cu(%)-30C(%)-20N(%)≦ 12
【請求項２】
重量％で、
Ｍｏ：０．１～２．５％、
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Ｃｕ：０．１～２．５％、
の１種以上を、さらに含有することを特徴とする請求項１記載の建築構造用ステンレス鋼
帯の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は戸建て住宅、集合住宅、大型建築物、ビルディングや橋梁等の建造物の構造部材
として用いられる耐食性、溶接性及び溶接部特性に優れた鋼材の製造方法に関するもので
ある。
【０００２】
【従来の技術】
建築物の安全基準の厳格化や機能性の追求等により、柱や梁用などの鋼材には、一層の高
機能化が求められている。特に耐食性は、構造物の耐用年数を左右する重要な因子であり
、その向上が求められている。その究極の例が、さびの発生を解消した建築構造用ステン
レス鋼である。構造用としては、耐食性や靱性に優れるＳＵＳ３０４（１８Ｃｒ－８Ｎｉ
）の使用実績が多い。
【０００３】
しかし、ステンレス鋼はＣｒやＮｉなどの高価な元素を多量に必要とするため素材コスト
や製造コストは高価であり、機能的には優れるもののその経済性には問題がある。そこで
さびや腐食の発生は不可避であるものの安価でかつ腐食の進行を抑制し、腐食量を最小限
に抑えた鋼材が開発されている。例えば、特開昭６０－１６２５０７号公報等には密着性
と耐食性に優れた黒皮スケール皮膜を製造する方法が開示されているが製造工程が複雑で
経済性に問題がある。
【０００４】
また、特開平８－１９９２８９号公報には、０．５０～１．５０％のＣｒを含有した鋼を
熱間圧延工程で製造する厚さ１０μｍ以下の酸化スケールを有するＨ形鋼が開示されてい
る。しかし、酸化物層を貫通して腐食が進行するようになると耐食性向上の効果が失われ
、建築物の長期耐久性を向上させることは不可能であると考えられる。
【０００５】
一方、Ｃｒを１６％を超えて添加させたフェライト系ステンレス鋼、例えばＳＵＳ４３０
鋼は耐食性には優れているが、熱延鋼板の金属組織は圧延方向に長く伸びた粗大フェライ
ト粒組織であり、曲げ加工性が悪く、さらに溶接熱影響部のフェライト組織が粗大化し、
溶接部靱性が著しく低下する。構造用等に使用される厚手材では溶接部の靱性低下が重大
な問題であり、さらに溶接後の冷却時に割れを生じる場合もあるため、溶接を必要とする
一般建築構造用にフェライト系ステンレス鋼は使用されなかった。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、建築物の柱や梁などの構造材を考えた場合、腐食環境は、外装材ができあがる
までとその後の２つの期間に大別される。後者は外気の自由な流入が外装材や内装材によ
り規制されるため腐食環境としてはあまり厳しくない。むしろ、時間は短いものの風雨や
埃などに直接曝される前者の期間の方が環境の腐食性は厳しい。また、外装材の施工が終
了するまでに、鋼材表面にさびが発生すると、その後外装材が形成された後も、さび層下
で腐食が進行しやすいという問題が生じる。すなわち、実質的に構造材の耐久性を支配し
ているのは、さび発生に対する耐食性であり、それに必要なＣｒ量を鋼材に含有すること
で十分である。
【０００７】
さらに、Ｃｒ量を必要最小限とすることとし、その他の成分を調整することにより、高温
で十分な量のオーステナイト相を生成させ、溶接部フェライト組織の粗大化を防止させる
とともに、オーステナイト／フェライト相の相変態を利用し、熱延ままでフェライト組織
を微細化することも可能と考えられる。すなわち、成分のバランスおよび相変態を有効に

10

20

30

40

50

(2) JP 3839953 B2 2006.11.1



利用し、フェライト系熱延鋼板のフェライト組織を適度に細かくし、さらには溶接熱影響
部でのフェライト組織の粗大化を防止することにより、一般建築構造用として使用できる
機械的性質を具備させることができる。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
上記課題に対して、各種成分鋼を製造し、その変態挙動を調査した。そして成分および熱
延条件を最適化することにより、オーステナイト／フェライト相の相変態を利用し、熱延
ままで最適なフェライト組織を得ることができ、一般建築構造用として使用できる、住宅
環境での耐食性に優れたフェライト系ステンレス鋼を生み出した。本発明の主旨は、以下
の通りである。
【０００９】
Ｃｒ量およびその他の成分バランスを調整し、１１００℃～１２５０℃近傍の高温域でオ
ーステナイト相を生成させる。その量は成分含有量から予測することができ、下式を満足
するように成分調整すれば高温で十分な量のオーステナイト相を生成し、溶接熱影響部で
は最低限必要な５０％のマルテンサイト相を残すことが可能となる。
Cr(%)+Mo(%)+1.5Si(%)-Mn(%)-2Ni(%)-0.5Cu(%)-30C(%)-20N(%)≦１２
【００１０】
熱間圧延前の加熱はオーステナイト相が粗大化しない温度範囲とし、圧延中にオーステナ
イト相がフェライト相に変態しないように８００℃以上で圧延を終了する。圧延中にフェ
ライト相が生成すると圧延によって伸ばされ粗大化し、熱延鋼板中に粗大伸展粒が形成す
る。８００℃以上で熱延終了後に７００℃以上で捲取り、コイルの自己熱で徐冷する。こ
の徐冷期間中にオーステナイト相を完全にフェライト相に変態せしめ、かつ一般構造用と
して適当な粒径に調整する。７００℃未満の捲取り温度、あるいは５℃／分を越える冷却
速度ではオーステナイト相のフェライト相への変態が十分に完了せず、一部硬質のマルテ
ンサイト相を形成し、延性が著しく低下し、一般構造用鋼としては不適となる。
【００１１】
また、Ｎｉは高温でのオーステナイト相の量を増やす効果を有するが、１％を超えて含有
するとオーステナイト相が著しく安定化し、上記条件下でフェライト相への変態が進行せ
ず、マルテンサイト相が生成する。
【００１２】
このようにオーステナイト域での熱間圧延および捲取後徐冷時のフェライトへの変態によ
りに適度な細粒フェライト組織を得ることができ、一般建築用鋼材として必要な機械的性
質を具備することができる。
【００１３】
上記のように成分および熱延の最適化により、優れた耐食性と機械的性質を有する一般構
造用フェライト系ステンレス鋼が実現可能となった。すなわち、本願発明の構成は以下の
通りである。
（１）　重量％で、
Ｃ　：０．００５％～０．１％、　　　　Ｓｉ：０．０５％～１．５％、
Ｍｎ：０．０５％～１．５％、　　　　　Ｐ　：０．０４％以下、
Ｓ　：０．０５％以下、　　　　　　　　Ｎ　：０．０５％以下、
（Ｃ＋Ｎ）：０．１％以下、　　　　　　Ｃｒ：８～１６％
Ｎｉ：０．０５～１％
を含有し、さらに下式の条件を満足し、残部がＦｅおよび不可避不純物からなる鋼を１１
００℃以上、１２５０℃以下の温度に加熱し、８００℃以上で熱間圧延を終了し、７００
℃以上で捲取り、室温までの平均冷却速度を５℃／分以下とすることを特徴とする住宅環
境での耐食性、溶接性および溶接部特性に優れた建築構造用ステンレス鋼帯の製造方法。
Cr(%)+Mo(%)+1.5Si(%)-Mn(%)-2Ni(%)-0.5Cu(%)-30C(%)-20N(%)≦ 12
（２）　前記鋼が、重量％で、
Ｍｏ：０．１～２．５％、　　　　　　　Ｃｕ：０．１～２．５％
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の１種以上を、さらに含有することを特徴とする前記（１）記載の建築構造用ステンレス
鋼帯の製造方法。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下に、本発明の鋼の成分範囲などの限定理由について述べる。
Ｃは、鋼の強度を向上させる元素ために有効な元素である。しかし、０．００５％未満で
は、構造用鋼として必要な強度を得ることができない。また、０．１％を越える過剰の添
加は、マルテンサイト相を硬質化し、溶接熱影響部の靭性を著しく低下させ、溶接時に割
れを生じることもある。このため、下限を０．００５％、上限を０．１％とした。
【００１５】
Ｎは、不可避的不純物元素であり、鋼の強度を向上させるのに有効であるが、０．０５％
を越える過剰の添加は、マルテンサイト相を硬質化し、溶接熱影響部の靭性を著しく低下
させ、溶接時に割れを生じることもある。上限を０．０５％とした。
【００１６】
ＣおよびＮはいずれも溶接熱影響部に出現するマルテンサイト相を硬質化させる効果があ
り、過度に硬質化するとマルテンサイト相が割れの起点となり、溶接熱影響部の靱性を逆
に低下させ、マルテンサイト相によるフェライト相の粗大化効果を減じる。従って、（Ｃ
＋Ｎ）の上限を０．１％以下とした。
【００１７】
Ｓｉは、脱酸剤として鋼中の固溶酸素を低減し熱間加工性を確保するため溶鋼に添加する
必要がある。０．０５％未満では脱酸効果が弱い。一方、１．５％を超えて添加すると母
材と溶接部の靭性を損なうため、下限を０．０５％、上限を１．５％とした。
【００１８】
Ｍｎは、脱酸剤および脱硫剤として溶鋼に添加する必要がある。０．０５％未満では所定
の効果が得られない。一方、１．５％を超えて添加すると母材と溶接部の靭性や割れ性を
損なうため、下限を０．０５％、上限を１．５％とした。
【００１９】
Ｐは、多量に存在すると溶接性を害するのみならず、さび発生を促進する現象が現れる。
そのため、０．０４％以下に限定した。
【００２０】
Ｓは、主にＭｎＳなどの硫黄系介在物として、さびの起点となるだけではなく、腐食速度
を高める原因にもなる。さらに、粒界に偏析し熱間加工性を害する。そのため、０．０５
％以下に規制する必要がある。Ｓは不純物として少ないほど好ましい。
【００２１】
Ｃｒは、大気環境において、腐食の発生抑制と腐食速度を低減する効果を有する。また、
一旦腐食が起こり、さび層か形成された際にも、さび層下での鋼材の全面腐食の速度を低
減する作用がある。しかし、Ｃｒ添加量が少ないと、さび発生抑制と腐食速度低減に関し
て、その効果が急激に減ずる。一方１６％以上添加すると上記成分範囲内で溶接熱影響部
にマルテンサイト相を５０％以上生成させることは実質不可能となるため、下限を８％、
上限を１６％とした。
【００２２】
Ｎｉは、高温で析出するγ相の量を増大するとともに溶接熱影響部に析出するマルテンサ
イト相の靭性を向上させ、溶接部の靱性を改善する重要な元素である。その効果を発現さ
せるためには０．０５％以上の添加が必要であるが、１％以上添加すると熱延時に析出す
るγ相が安定となり、本願発明が規定する熱延方法を用いてもフェライト相に変態せず、
γ相から変態したマルテンサイト相となる。母材部の金属組織がマルテンサイト相となる
と強度が著しく上昇し、加工が困難となるため建築構造用鋼材として不適となる。従って
、上限を１％とした。
【００２３】
ＭｏおよびＣｕは、Ｃｒと同様に大気環境において、腐食の発生抑制と腐食速度を低減す
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る効果を有する。但し、その量が少ないと効果が弱く、過度に添加すると原材料費や製造
費用などが増し経済性が低下する。そこで、下限を０．１％、上限を２．５％とした。
【００２４】
各成分の含有範囲を満足しつつ、一般構造用として必要な溶接性および溶接部特性を満足
させるためには、下式を満足するように成分バランスを調整し、溶接熱影響部に体積率で
５０％以上のマルテンサイト相を析出させ、溶接熱影響部の０℃におけるシャルピー衝撃
値を２ kgm/cm2  以上としなければならない。
Cr(%)+Mo(%)+1.5Si(%)-Mn(%)-2Ni(%)-0.5Cu(%)-30C(%)-20N(%)≦１２
【００２５】
上記式の左辺が１２を越えると溶接熱影響部に体積率で５０％以上のマルテンサイト相を
析出させることは難しく、フェライト相の結晶粒径の粗大化を招く。一般建築構造用とし
ての溶接部靱性を確保し、溶接施工時の割れを防止するためには、上記成分範囲を満足し
つつ、上記式範囲内に成分バランスを調整し、溶接熱影響部に５０％以上の比較的軟質な
マルテンサイト相を析出させることにより、０℃におけるシャルピー衝撃値を２ kgm/cm2  

以上としなければならない。
【００２６】
一般建築構造用として上記成分鋼の熱延鋼板を製造するためには、熱延前に１１００℃以
上、１２５０℃以下に加熱し、８００℃以上で熱間圧延を終了し、７００℃以上で捲取り
、室温までの平均冷却速度を５℃／分以下とした方法で熱間圧延しなければならない。１
１００℃未満の加熱温度では８００℃以上で熱延を終了することが難しく、１２５０℃を
超えて加熱すると金属組織が粗大化し、しわ疵の原因となり、スケールの生成が顕著とな
り歩留りも低下する。熱延終了温度が８００℃未満であると圧延中にγ相の一部がフェラ
イト相に変態し、圧延によって伸びたフェライト相が残留し、熱延鋼帯の加工性および靱
性を低下させる。
【００２７】
さらに７００℃未満の捲取り温度、あるいは捲取り後５℃／分を越える冷却速度では、高
温で生成したγ相がフェライト相に全て変態せず、一部マルテンサイト相に変態する。マ
ルテンサイト相が残留すると強度が著しく上昇し、加工が困難となるため一般建築構造用
鋼材としては不適となる。
【００２８】
以上の範囲で製造された熱延鋼帯は金属組織はフェライト相（一部炭化物）で、構造用鋼
材として十分な加工性を備え、さらに溶接部あるいは熱影響部には高温で生成したγ相（
室温ではマルテンサイト相）によりフェライト組織の粗大化が抑制され、構造用として十
分な靱性を得ることができる。但し、表面の意匠性あるいは機械的性質の安定性を確保す
るために熱延後に熱処理工程あるいは酸洗工程を付与させても本願発明の効果は維持され
る。
【００２９】
【実施例】
以下、実施例に基づいて本発明を詳細に説明する。
表１に示した種々の組成の鋼を溶解し、２００ mm厚のインゴットを鋳造した。これを１２
００℃に加熱後、熱間圧延にて厚さ６ mmの熱延板を作製した。熱延板の金属組織を観察し
、フェライト相の平均結晶粒径を測定した。さらに、熱延板の圧延方向と平行にＪＩＳ５
号の引張試験片を作製し、０．１％耐力、引張強度、破断伸びを測定した。また、幅５０
０ mmの試験片を切り出し、圧延方向と平行に曲げ半径１２ mmで室温曲げ加工を行い、割れ
発生の有無、曲げ加工表面の観察を行った。熱延および熱延後焼鈍の条件、金属組織の観
察結果、引張試験の結果、曲げ試験結果を表２に示す。
【００３０】
次に、上記熱延板から圧延方向とは平行に溶接するように溶接試験用試験片を切り出した
。開先加工した同じ素材から切り出した２枚の試験片をＴＩＧで溶接した。溶接にはＳＵ
Ｓ４１０系あるいはＳＵＳ３０８系のワイヤ－を使用し、溶接台に固定した試験片を予熱
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無しで溶接した。溶接方向とは直角に板厚５ mmのシャルピー試験片（ＪＩＳ４号試験片の
サブサイズ）を切り出し、ノッチの位置が溶接金属と母材部の境界から０．５ mm母材部よ
りの溶接熱影響部となるように加工した。その試験片を用いて０℃にてシャルピー試験を
行い、その吸収エネルギーからシャルピー衝撃値を測定した。溶接に使用したワイヤーお
よびマルテンサイト相の面積率、シャルピー衝撃値の測定結果を表３に示す。
【００３１】
さらに、溶接した試験片の一部をそのまま屋外に３週間曝した後に錆の状況を観察したが
、本願発明鋼には明確な錆は生じていなかった。
【００３２】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３３】
【表２】

10

20

30

40

50

(6) JP 3839953 B2 2006.11.1



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３４】
【表３】
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【００３５】
以上の結果から、本願発明の方法にて製造した熱延鋼板は、母材部においては建築構造用
として十分な機械的性質を有し、曲げ加工性に優れ、さらには溶接熱影響部の靱性にも優
れていることが確認された。短時間であるが屋外暴露において錆の発生も無いことから、
住宅内での比較的錆にくい環境においては長期間錆発生しないと予測され、住宅環境での
建築構造用鋼材として最適な鋼材であるといえる。
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【００３６】
【発明の効果】
本発明によれは、戸建て住宅、集合住宅、大型建築物、ビルディングや橋梁等の建造物の
構造部材として用いられる耐食性に優れた一般鋼材を安価に供給することが可能となる。

(9) JP 3839953 B2 2006.11.1



フロントページの続き

(72)発明者  武藤　泉
            山口県光市大字島田３４３４番地　　　　　　　　新日本製鐵株式会社　光製鐵所内

    審査官  鈴木　毅

(56)参考文献  特開昭６０－２５５９２９（ＪＰ，Ａ）
              特開昭５６－１１９７２６（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－０４１０９４（ＪＰ，Ａ）
              特開平１０－０５３８４３（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－３０２７９２（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              C21D  9/46      -  9/48
              C21D  8/00      -  8/04
              C22C 38/00      - 38/60

(10) JP 3839953 B2 2006.11.1


	bibliographic-data
	claims
	description
	overflow

